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０. 公認会計⼠・監査審査会について

3

公認会計⼠・監査審査会
（会⻑１名、委員９名）

総務試験課（14名）
・公認会計⼠試験の実施
・公認会計⼠・監査法⼈の

懲戒処分の調査審議
・各国の監査監督機関との

連携強化
(⼈員数は令和６年度末)

出所：審査会『公認会計⼠•監査審査会』令和７年度版、３⾴に⼀部加筆。

審査検査課（47名）
・監査法⼈等に対する検査

事務局⻑
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1. 公認会計⼠制度
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公認会計⼠法（1948年7⽉6⽇制定：公認会計⼠の⽇）

第１条 公認会計⼠の使命

公認会計⼠は、監査及び会計の専⾨家として、独⽴した⽴場にお

いて、財務書類その他の財務に関する情報の信頼性を確保するこ

とにより、会社等の公正な事業活動、投資者及び債権者の保護等

を図り、もつて国⺠経済の健全な発展に寄与することを使命とす

る。

• 公益（public interest）への貢献
5
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公認会計⼠制度
第１条の２ 公認会計⼠の職責

公認会計⼠は、常に品位を保持し、その知識及び技能の修得に努め、

独⽴した⽴場において公正かつ誠実にその業務を⾏わなければなら

ない。

• 社会からの信頼

• 専⾨能⼒の維持・向上 ⇨ ⾼品質な業務

• 独⽴性の保持 ⇨ 偏りのない判断
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公認会計⼠の実態
• ⽇本公認会計⼠協会会員数の推移(各年12⽉末⽇時点)

7
出所：⽇本公認会計⼠協会Webサイト(https://jicpa.or.jp/about/0-0-0-0-20260108.pdf)
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公認会計⼠の実態
• ⽇本公認会計⼠協会会員の男⼥別⼈数の推移(各年12⽉末⽇時点)

8
出所：⽇本公認会計⼠協会Webサイト(https://jicpa.or.jp/cpainfo/introduction/cpa_women/about/)
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監査法⼈制度
• 監査法⼈

• 1966年の公認会計⼠法改正により設⽴が可能に

• 1964〜65年に発⽣した不正会計事例が背景

• ⼤規模会社に対する個⼈会計事務所による監査実施の限界

→ 独⽴性を保持できず虚偽証明事例が発⽣

→ 監査証明業務の組織的な実施を図る

• 公認会計⼠５⼈以上を含む社員により設⽴

9
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監査法⼈の実態
• 監査法⼈数の推移

10
出所：公認会計⼠・監査審査会『モニタリングレポート』（令和3年版及び令和6年版など）に基づき作成
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公認会計⼠の業務
• 監査証明業務（公認会計⼠法 第２条第１項）

公認会計⼠は、他⼈の求めに応じ報酬を得て、財務書類の監査⼜は

証明をすることを業とする。

• 公認会計⼠の業務独占（同第47条の２）

公認会計⼠⼜は監査法⼈でない者は、法律に定のある場合を除くほ

か、他⼈の求めに応じ報酬を得て第２条第１項に規定する業務を営

んではならない。
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公認会計⼠の業務
• 財務諸表監査

12

上場会社 金融市場

監査報告書財務諸表

ディスクロージャー
（企業情報開示）

信頼性の保証
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公認会計⼠の業務
• ⼀般に公正妥当と認められる企業会計の基準

• 企業会計基準（企業会計基準委員会：ASBJ）
• 国際財務報告基準（IFRS）（国際会計基準審議会：IASB）など

13

財務諸表
（計算書類）

取引
データ

「企業会計の基準」
に準拠して作成

監査

適正に表示 重要な虚偽の表示がない

信頼性の保証（合理的な保証）

監査意見の表明（監査報告書）

金融市場へ開示
（株主総会へ提出）



Certified Public Accountants and Auditing Oversight Board

公認会計⼠の業務
• 監査証明業務以外の業務（公認会計⼠法 第２条第２項）

公認会計⼠は、前項に規定する業務のほか、公認会計⼠の名称を⽤

いて、他⼈の求めに応じ報酬を得て、財務書類の調製をし、財務に

関する調査若しくは⽴案をし、⼜は財務に関する相談に応ずること

を業とすることができる。ただし、他の法律においてその業務を⾏

う頃が制限されている事項についてはこの限りではない。

14
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公認会計⼠の業務
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2. 公認会計⼠という職業

16



Certified Public Accountants and Auditing Oversight Board

17

• 公益への貢献
• 監査証明業務

• 投資者及び債権者をはじめとする財務情報利⽤者の保護
• 国⺠経済の健全な発展への寄与

• コーポレートガバナンスへの関与
• 社外取締役（監査等委員会委員、監査委員会委員）
• 社外監査役

• ⾮監査証明業務
• コンサルティング

• 監査証明業務以外の保証業務
• サステナビリティ情報の保証

公認会計⼠という職業
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• CFO（最⾼財務責任者）
• バックオフィスを統括する能⼒

• 経理・財務，法務，労務，総務，⼈事など
• CFOへのステップ

• 監査法⼈で４〜5年の実務経験
• IPO準備会社のCFO直下ポジションでバックオフィス統括能⼒

を磨きながら上場を経験
• CFOとしてバックオフィス統括が求められる会社に⼊社

公認会計⼠という職業
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• コンサルティング
• 会計コンサル

• IFRS導⼊⽀援，IPO⽀援，内部統制構築⽀援など
• ファイナンシャル・アドバイザリー・サービス

• M&Aアドバイザリー，事業再⽣アドバイザリー
• 戦略コンサル

• 中⻑期経営戦略やM&A戦略，マーケティング戦略など
• 独⽴開業

• 税務業務
• ⾮常勤監査

公認会計⼠という職業
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• 組織内会計⼠（Professional Accountants in Business：PAIB）
• 事業会社や⾏政機関に勤務する公認会計⼠
• 監査法⼈からの転職先の４割を占める
• 転職先

• 上場企業（東証プライム，スタンダード市場）
• 新興企業（東証グロース市場）
• IPO準備企業

公認会計⼠という職業
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3. 公認会計⼠試験
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公認会計⼠の資格
• 公認会計⼠資格の取得

• 公認会計⼠試験に合格

• ３年以上の業務補助等（公認会計⼠法第15条第１項）

• 公認会計⼠の監査⼜は証明業務を補助した期間

• 財務に関する監査、分析等に従事した期間

• 実務補習の修了（修了考査に合格）

• 内閣総理⼤⾂による実務補習修了の確認

• 公認会計⼠名簿への登録（⽇本公認会計⼠協会）
22
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公認会計⼠試験
• 短答式試験と論⽂式試験

• 短答式試験

• 年２回実施（第１回：前年の12⽉上旬 第２回：5⽉下旬）

• マークシート⽅式

• 論⽂式試験

• 年１回実施（8⽉下旬）

• 論述⽅式

23
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公認会計⼠試験
 短答式試験

公認会計⼠になろうとする者に必要な専⾨的知識について、基本的な問題
を幅広く出題することにより、論⽂式試験を受験するために必要な知識を
体系的に理解しているか否かを客観的に判定する試験

試験時間 150分 配点 200点• 財務会計論

75分 100点• 管理会計論

50分 100点• 監査論

50分 100点• 企業法

 会計専⾨職⼤学院の修了者は企業法を除く ３ 科⽬免除

 短答式試験の合格者は論⽂式試験を最⼤ ３ 回受験可能
24
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公認会計⼠試験
 論⽂式試験

公認会計⼠になろうとする者に必要な専⾨的知識を体系的に理解している
ことを前提として、特に、受験者が思考⼒､判断⼒､応⽤能⼒､論述⼒等を
有するかどうかに評価の重点を置くことにより、公認会計⼠になろうとす
る者に必要な学識及び応⽤能⼒を公認会計⼠試験として最終的に判定する
試験

• 会計学（財務会計論・管理会計論）試験時間 300分 配点 300点
• 監査論 120分 100点
• 企業法 120分 100点
• 租税法 120分 100点
• 選択科⽬ 120分 100点

経営学・経済学・⺠法・統計学から １ 科⽬を選択
25
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公認会計⼠試験
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出願者数（名寄せ後）：左軸
最終合格者数：右軸

【令和７年試験の結果】
出願者 男 15,936(72.3%) ⼥ 6,120(27.7%)
合格者平均年齢 24.6歳
合格者⼥性⽐率 24.0%
最⾼年齢 54歳 最低年齢 16歳
学⽣・専修学校・各種学校受講⽣⽐率 61.1%
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公認会計⼠試験

27

（２）論⽂式試験の選択科⽬における能⼒判定の適正化
 論⽂式試験の選択科⽬は、受験者の９割以上が経営学を選択

⇨ 多様な合格者を輩出するため経営学以外の選択科⽬の受験者数をいかに増やすか
 受験者の適正な能⼒判定のために選択科⽬の得点換算⽅法等について検討

（１）短答式試験と論⽂式試験の位置づけ・役割に応じた適切な出題

 短答式試験は、基本的な問題を幅広く出題し、難易度のバランスをとる
 論⽂式試験では、思考⼒や論述⼒等を確認するため⼀定の記述量を求める

（３）公認会計⼠の業務や求められる知識･能⼒の拡⼤に応じた出題
 公認会計⼠の業務と英語の関わりを踏まえ会計・監査の科⽬で英語による出題
 制度の導⼊状況等を踏まえてサステナビリティ情報の開⽰･保証に関する出題
 監査実務でのITの活⽤状況等も踏まえてITの活⽤に関する出題
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公認会計⼠試験
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より多くの受験者が論⽂式試験を受験し、論⽂式試験において適正な競争が⾏われるよう、論⽂
式試験の受験者数（短答式試験の合格者数）を増加させる。
（⇒ 論⽂式試験の合格基準の⽔準を得点⽐率52％から54％に引き上げ｡【令和９年試験より実施】）

論⽂受験者 全体の合格率 (7.4％)

短答合格者

合格率上昇
↑

短答合格率
(12.0％)

論⽂合格率
(36.8％)

↓ 
合格率低下

論⽂受験者数
（短答合格者数）

増加

過年度合格者等

論⽂式試験の合格基準の引上げは、
令和９年試験より3〜4年かけて実施。

短答受験者
19,564⼈

4,354⼈
論⽂合格者

1,603⼈

【論⽂式試験の受験者数の増加のイメージ】

出願者数
21,573⼈

※ 合格率等は令和6年試験のもの
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公認会計⼠試験
• 公認会計⼠の業務における英語との関わりが拡⼤

公認会計⼠には⼀定の英語能⼒が求められる
• 公認会計⼠試験・令和９年第Ⅰ回短答式試験より英語による出題

【当⾯の英語による出題の考え⽅】
１．出題科⽬

短答式試験の財務会計論・管理会計論・監査論の３科⽬
２．出題の規模感

短答式試験の総点数の１割程度
３．問題の難易度

英⽂を読む負担があることを踏まえた難易度
29
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公認会計⼠試験
Q. Which is the best combination of paragraphs that describe “Concepts related to an audit of financial
statements.” ?

a. The auditor cannot reduce audit risk to zero and cannot therefore obtain absolute assurance that the
financial statements are free from material misstatement due to fraud or error. This is because there are
inherent limitations of an audit, which result in most of the audit evidence on which the auditor draws
conclusions and bases the auditor's opinion being persuasive rather than conclusive.

b. Risks of material misstatement are assessed at the assertion level in order to determine the nature,
timing and extent of further audit procedures necessary to obtain sufficient appropriate audit evidence. The
risks consist of two components: inherent risk and control risk. Inherent risk and control risk are the entity's
risks; they exist independently of the audit of the financial statements.

c. The auditor shall plan and perform an audit with professional skepticism. However, a belief that
management and those charged with governance are honest and have integrity relieves the auditor of the
need to maintain professional skepticism and allow the auditor to be satisfied with less than persuasive
audit evidence when obtaining reasonable assurance.

d. Written representations from management are necessary information that the auditor requires in
connection with the audit of the entity's financial statements. Similar to responses to inquiries, written
representations are audit evidence. The fact that management has provided reliable written
representations can reduce the extent of other audit evidence that the auditor obtains
about the fulfillment of management's responsibilities, and about specific assertions.

30
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公認会計⼠試験
【問】「財務諸表監査に関連する概念」に関する次の記述のうち，正しいものの組み合わせとして最も
適切な番号を⼀つ選びなさい。

a. 監査⼈は監査リスクをゼロにすることはできず、したがって財務諸表に不正や誤謬による重要な虚
偽表⽰が含まれていないという絶対的な保証を得ることはできない。これは、監査には固有の限界があ
り、監査⼈が結論を導き、監査意⾒の根拠とする多くの証拠が、決定的というよりも説得的なものだか
らである。

b. 重要な虚偽表⽰のリスクは、⼗分かつ適切な監査証拠を得るために必要な監査⼿続の性質、実施時
期及び範囲を決定するために、アサーションレベルで評価される。重要な虚偽表⽰のリスクは、固有リ
スクと統制リスクの２つの要素から成る。固有リスク及び統制リスクは被監査企業のリスクであり、こ
れらは財務諸表の監査とは独⽴して存在する。

c. 監査⼈は、職業的懐疑⼼を保持して監査を計画し、実施しなければならない。しかし、経営者及び
ガバナンス責任者が誠実かつ⾼潔であると信じる場合、監査⼈は職業的懐疑⼼を維持する必要がなくな
り、合理的な保証を得る際に、説得⼒に⽋ける監査証拠で満⾜することができる。

d. 経営者からの書⾯による陳述は、企業の財務諸表の監査に関連して監査⼈が必要とする情報である。
質問への回答と同様に、書⾯による陳述も監査証拠となる。経営者が信頼できる書⾯による陳述を提供
していることは、監査⼈が、経営者の責任履⾏や、特定のアサーションに関して⼊⼿する他の監査証拠
の範囲を減らすことができる。

31
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公認会計⼠試験
a. The auditor cannot reduce audit risk to zero and cannot therefore obtain
absolute assurance that the financial statements are free from material
misstatement due to fraud or error. This is because there are inherent
limitations of an audit, which result in most of the audit evidence on which
the auditor draws conclusions and bases the auditor's opinion being
persuasive rather than conclusive.

a. 監査⼈は監査リスクをゼロにすることはできず、したがって財務諸表に不正
や誤謬による重要な虚偽表⽰が含まれていないという絶対的な保証を得ること
はできない。これは、監査には固有の限界があり、監査⼈が結論を導き、監査
意⾒の根拠とする多くの証拠が、決定的というよりも説得的なものだからであ
る。
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b. Risks of material misstatement are assessed at the assertion level in order
to determine the nature, timing and extent of further audit procedures
necessary to obtain sufficient appropriate audit evidence. The risks consist of
two components: inherent risk and control risk. Inherent risk and control risk
are the entity's risks; they exist independently of the audit of the financial
statements.

b. 重要な虚偽表⽰のリスクは、⼗分かつ適切な監査証拠を得るために必要な監
査⼿続の性質、実施時期及び範囲を決定するために、アサーションレベルで評
価される。重要な虚偽表⽰のリスクは、固有リスクと統制リスクの２つの要素
から成る。固有リスク及び統制リスクは被監査企業のリスクであり、これらは
財務諸表の監査とは独⽴して存在する。
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c. The auditor shall plan and perform an audit with professional skepticism.
However, a belief that management and those charged with governance are
honest and have integrity relieves the auditor of the need to maintain
professional skepticism and allow the auditor to be satisfied with less than
persuasive audit evidence when obtaining reasonable assurance.

c. 監査⼈は、職業的懐疑⼼を保持して監査を計画し、実施しなければならない。
しかし、経営者及びガバナンス責任者が誠実かつ⾼潔であると信じる場合、監
査⼈は職業的懐疑⼼を維持する必要がなくなり、合理的な保証を得る際に、説
得⼒に⽋ける監査証拠で満⾜することができる。
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d. Written representations from management are necessary information that
the auditor requires in connection with the audit of the entity's financial
statements. Similar to responses to inquiries, written representations are
audit evidence. The fact that management has provided reliable written
representations can reduce the extent of other audit evidence that the
auditor obtains about the fulfillment of management's responsibilities, and
about specific assertions.

d. 経営者からの書⾯による陳述は、企業の財務諸表の監査に関連して監査⼈が
必要とする情報である。質問への回答と同様に、書⾯による陳述も監査証拠と
なる。経営者が信頼できる書⾯による陳述を提供していることは、監査⼈が、
経営者の責任履⾏や、特定のアサーションに関して⼊⼿する他の監査証拠の範
囲を減らすことができる。
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ご清聴ありがとうございました
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